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要旨

現在、高齢者に対する保健・医療と社会福祉の公的サービスは介護保険制度を利用することが前提となっている。
介護保険制度の第一の功績は、かつて高齢者が措置制度による行政処分の受け手とされた立場から、サービスを選択す

る主体-と一定の強制力を持って福祉的価値観を変容させたことである。この制度は、地域で高齢者を支えるうえで全

国統一基準のナショナル・ミニマムを設けた。とりわけ改正法では、専門的知識集団が地域包括支援センターに配置さ
れたことにより、サービス提供を受ける主体がどこ-何を誰に相談したらよいのか、より公平でわかりやすくなった。

更には、サービスを受ける高齢者と家族、そして地域社会は社会保障制度以外の取り組みの必要性をも認識することが

できるようになってきた。本論では、高齢者の地域生活に焦点をあて、地域包括支援センターの役割からソーシャル・

インクルージョンの理念に基づき論じるものである。
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I介護保険制度設立の社会的背景と経緯

1. 「家で死ぬ」ということ

日本はかつての世界でも類をみない急速な高齢化

と少子化を同時に経験し、その動向が世界から注目さ

れた。世帯規模の縮小による高齢世帯の増加と人口の

高齢化に伴う要介護者の増加に対し、その財源と介護

の担い手不足の問題が懸念されることは、高齢化にと

もなう世界共通の現象である。

人が「家で死ぬ」ことは、かつては当たり前のこと

であった。しかし、 1990年代頃には、 「治療」ではな

い「介護」や「療養」を目的とした病院での、所謂「社

会的入院」により天寿を全うする人が増え、高齢化に

伴って医療財政や本来の医療機能の面から問題視され

てきた1) 2)。高齢者は一般的に疾病に罷患しやすく、

複数の疾患を併せ持ち、慢性疾患などの長期的療養が

必要となる。家族-の遠慮やタテマエから「家で死ぬ」

ことは憧れを抱く様な現象が起きていた。 「住みl寛れた

家の畳の上で死ぬ」ためには、地域における包括的な

在宅支援システムが必要になるということを意味して

いた3)。在宅ケアにおける保健・医療や介護・福祉の

サービスは、単に社会保障費削減が目的ではない。こ

のようにして在宅でケアすることについての議論がな

されることになった4)。

2.介護保険法の成立と背景

このような社会背景の中、介護保険法は2000年に、

地域で高齢者を支える統一基準のナショナル・ミニマ

ムとして制定、施行されることになった。しかし、介

護保険法の成立によって、高齢者が地域で幸せに暮ら

すこと(Wellness) 5)がただちに実現されたかという

とそうではない6)。保険料徴収制度に関して依拠すれ

4

ば、自己負担金という新たな税費の出現が家計を圧迫

した。更に、介護保険制度では介護の「手間」を保険

料に換算するため、介護が必要な人ほど自己負担が増

えるという二重苦の現象が起きた。かつて受けること

ができていたサービスも介護認定がなければ受給でき

ず、選べるほどのサービスが自宅の近くにないといっ

たデメリットも起こってきた。また、新たな制度導入

に関して、介護の担い手であるホーム-ルパーや介護

福祉士などの養成が急務となり、質の保障の担保も課

題であった7)8)。しかし、このような問題はあるが、

現在の高齢者に対する保健・医療と社会福祉のサービ

スは介護保険制度が中心であり、介護認定がサービス

を利用するための前提と位置づけられ定着してきた。
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近年の個人と家族や地域を取り巻く社会構造は、

様々な要因により急墓に変容しつつある。とりわけ高

齢者を取り巻く社会状況は、財政面を中心に増え続け

る保健・医療と福祉関連の社会保障費を抑制するとい

う社会保障制度改革の手段として介護保険制度を成立

させ9)、健康増進による予防-と政策を転換した。換

言すれば、介護保険制度の創設により財政縮減を目指

したが、結果的にに建オ政面よりも在宅における地域ケ

アを推進させることになった10)。他方で人々は、健康

なまま住み慣れた地域で暮らす　「当たり前の生活」

を継続することが難しいということに気付き始めた11)。

介護保険制度は「お役所の世話になりたくない」とい

う措置時代の意識を持っていた人たち-も、社会保険

制度による介護サービスの購入をごく自然に受けいれ

させ、その社会化を地域に定着させる要因となった。

しかし、在宅で介護を受けることについては様々な



課題がある。課題の中には「誰がどのようにして在宅

ケアを推進するのか」という問題があり、実際には在

宅ターミナルは進まないという問題もある12)13)。高齢

者を地域で支えるためには、保健・医療や福祉、その

他の多様な専門家/非専門家による公民協働による支

援と地域づくりが必要である14)15)。このような課題か

ら、地域包括支援センターが設立することとなってき

た。

II地味包括支援センターの設立

介護保険法の改正の目的は予防重視型システム-

の転換である。その背景は、介護保険法成立以降、所

謂、介護度が低い要支援者の保険適用が急激に増える

という事態に現れたモラール・ハザード(morale

hazard)にある。この転換は社会保障制度改革の一環

であるが、その基盤は高齢者が地域で住み続けること

ができるようにするための制度の確立である。

改正のポイントは、主に次の4点である。

(1)高齢者の実態幸田屋と総合的相談および支援

(2)専門職種の協働によるケア・マネジメント提供と

包括的継続的ケア-の取り組み

(3)閉じこもり予防等を含めた総合的な介護

予防事業の実施

(4)虐待防止を含む権利擁護事業

1.地域包括支援センターの役割

地域包括支援センターは、介護保険法(第115条39)

の改正に伴い、 2005年に制定され、翌年4月1日から

設置された地域支援事業施設である。主に市町村各区、

あるいは委託された非営利組織などにより高齢者の地

域支援事業を総合的に行う機関であり、全国で約

4, 000か所設置(2008年現在)され、現在では広く地

域社会に認識されている。地域包括支援センターは、

地域における保健・医療と福祉の中核を担うべく設立

されることとなった。

地域包括支援センターの役割と機能は、地域社会に

おける住民-の包括的・継続的なケア・マネジメント

の提供である。地域における保健・医療と社会福祉の

向上を目指し、公正な立場から介護予防マネジメント

や総合的な相談を行い、権利擁護の中核を担う立場に

ある。このような高齢者を中心とする地域住民の課題

解決に向けた取り組みを実践することで、かつての在

宅介護支援センターの役割を包含しながら16)、より住

民のニーズに近い地域における総合的相談機関として

の役割を担っている。

2.地域包括支援センターの専門性

地域包括支援センターの設置により、グ蘭島祉三専

門職が配置されることになった。配置された専門職種

は1)保健師、 2)社会福祉士、 3)主任介護支援専門

滋賀医科大学看護学ジャーナル, 8(1), 4-8

負(施行規則第140条52-2)であり、それぞれの専門

性を生かしながら相互に連携して地域ケアの業務にあ

たることができることが、改正のポイントである。こ

れは、 n- (l)高齢者の実態幸田屋と総合的相談および

支援、 (2)専門職種の協働によるケア・マネジメント

の提供と包括的継続的ケア-の取り組み、に該当する

役割である。

地域包括支援センターに専門的知識集団が配置さ

れたことは大変意義深い。サービス提供を受ける主体

の高齢者にはどこ-何を誰に相談したらよいのかがわ

かりやすく、より親しみやすく、公平で身近な存在と

なってきた17)。しかし、そのメリットは単に悩みを持

つ個人が相談しやすくなったということだけではない。

例えばA市では自治会や民生委員、ヴオランティア組

織など、地域に住んでいる高齢者自らが規定の枠組み

を超えた組織化を行い、地域包括支援センターへ積極

的に関与・情報提供を行うことによって、高齢者の孤

独死や認知症、自殺や介護予防に対する取り組みを主

体的に行えるようになってきたのである。

更に重要な点がある。それは地域における専門職間の

協働による連携が可能になったことである。かつて保健

医療と福祉の専門職集団は、それぞれの専門性や所属機

関、個人情報保護などの観点から職種間連携が難しいと

言われ続けてきだ8)。対人援助サービスを行うさいの地

域における専門職間の連携はケア・マネジメントの基本

であるが、高齢者福祉に特化した専門職の集団が地域包

括支援センターに集ることでこの課題が達成されつつ

ある。今後、高齢者に対する地域での保健・医療と社会

福祉の専門性は、地域包括支援センターの活動により担

われるといっても過言ではない。

3.予防的マネジメント

地域包括支援センターにおける保健師の役割は、予

防的マネジメントが重要である19)。すなわち、改正ポ

イント(3)閉じこもり予防等を含めた総合的な介護

予防事業の実施の役割である。介護予防事業は決して

保健師だけが担う役割ではなく、包括支援センターの

他職種との連携の必要があることについては既に述べ

た。しかし、単に疾病や障害の予防事業という意味合

いだけではない。健康的な公共政策の確立という-ル

ス・プロモーションの理念は、保健師の専門性の基盤

である。 1986年のオタワ憲章では、 21世紀の新しい健

康戦略として、その理念を「人々が自らの健康とその

決定要因をコントロールし、改善することができるよ

うにするプロセス」と定義している。地域包括支援セ

ンターにおける保健師の役割は、 -ルス・プロモー

ション活動にほかならない20)。

さて、地域包括支援センターのケア・マネジメント

による介護予防のストラテジには、二つの方法がある。



地域包括支援センターの役割と可能性

(ヨポピュレーション・ストラテジ:実態幸田屋と地域づ

くりの推進と、②ハイリスク・ストラテジ:特定高齢

者-の支援である。これらの手法により、健康増進と

予防型介護支援事業としての機能を併せ持つ効果が期

待される。とりわけ高齢者を地域の中で総合的に支え

る地域ケア・システムの仕組みづくりには、ハイリス

ク・グループである特定高齢者を主な対象とする地域

での継続的マネジメントの提供が求められている。特

定高齢者とは65歳以上の人で生活機能が低下しつつ

あり、近い将来に介護が必要となるおそれがある高齢

者を指しているが、保健師によるケア・マネジメント

の手法はこのカテゴリーに該当する地域住民-のハイ

リスク・ストラテジとして期待されるところが大きい。

4.高齢者虐待
介護の社会化の一方で、福祉諸施策の間隙にくすぶ

る変わらない問題もある。介護保険法の導入以降、高

齢者は介護保険制度の利用により地域で必要な支援を

受けることができ、介護をめぐる家族の問題も解消さ

れたかのように見えている。しかし、介護に疲れた子

どもが老親を殺害したり、老々介護の末に配偶者を殺

害する事件や、高齢者の自殺、孤独・衰弱死などの

ニュースは後を絶たない21)。介護保険制度の導入によ

り介護が社会化されたと言われているが、では何故、

介護疲れの問題や尊属殺人などが起こるのだろうか。

介護の社会化は、介護保険制度が導入されたことか

ら自然と進み、人々に受け入れられていったわけでは

ない。介護保険制度成立の背景には、単に財政圧縮の

目的で利用しないための数々の働きかけがあったこと

を忘れてはならない。そのひとつとして高齢者虐待22)

の問題(Ageism)がある。高齢者は、社会と隔離され

ることでその問題がますます表面に現れ難いという現

状がある。虐待を受ける高齢者の多くは家族から世話

を受けなければならない要介護者や認知症の高齢者な

どであり、世話になっている「恩」から声を上げにく

い人たちである。高齢者虐待防止法の成立に向けて、

研究者や専門家が中心的にその必要性を訴え、尽力し

てきたことは事実だが、介護保険制度の施行により閉

じられた「イエ」の中-社会の介入が行いやすくなり

問題が表出しやすくなったことも、高齢者-の虐待防

止が法制度化される要因の一つになったに違いない㌶)
24)

°

改正介護保険法の成立により地域包括支援センタ

ーを中心とした高齢者対策の実施が求められる中で、

同年に高齢者虐待防止法が成立したことは意義深い。

地域包括支援センターの役割の(4)虐待防止を含む

権利擁護事業は、それぞれの専門職種が最も連携して

行うべき事業であるだろう。

社会福祉士や主任介護支援専門員は、要介護認定によ

る介入を行う。しかし、保健師には「特権」ともいえる

家庭訪問の機会とスキルがある。保健師は、人々の命の

尊厳を守るミッションとして家庭-介入し、観察する術

を持つ25) 26) 。更に言うならば、個別の事例から家族、

地域社会-と支援を繋げ、社会化のシステムを構築する

ことが保健師による-ルス・プロモーションの活動27)

であろう。

Ⅲ　ソーシャル・インクルージョン

ソーシャル・インクルージョン(social inclusion)

とは、 EU (European Union:欧州連合)およびその加

盟国から始まったソーシャル・エクスクルージョン

(social exclusion :社会的排除)に対応するストラ

テジである28)。貧困や障害などの様々な問題や困難を

抱えた個人と家族が社会福祉・社会保障改革により社

会から排除されている状況を踏まえて、特別なニーズ

を持っている人たち-必要な支援を行い、社会参加を

促進して社会-包括しようとする政策課題である。つ

まり、それは人々の経済的価値が認められるものにし

か価値観を見出せなくなってきたこと-の抵抗概念な

のであり、日本でも近年、提唱されている。 2000年当

時、厚生省は「社会的な援護を要する人々に対する社

会福祉のあり方に関する検討会報告書」により、ソー

シャル・インクルージョンの理念を提言している29)。

1.高齢社会とソーシャル・インクルージョン

現代社会の高齢化は、世界に共通する要素が存在し

ているが、そのひとつは85歳以上の高齢者(所謂、後

期高齢者)が増えているという状況である。 H.レイミ

ングは高齢化の捉え方について、問題としてではなく、

むしろ、年をとることに積極的な姿勢を持つことが重

要と指摘している30)。また、近年ではW.H.O. (World

Health Organization)が有意義に歳をとるためのビ

ジョンとして「アクティヴ・エイジング(Active

Aging)」の概念を提唱している31)。

個人にとっての高齢化とは、生産年齢と呼ばれた社

会のあらゆる担い手としての絶頂期を過ぎ、身体的・

精神的状況に関わらず「年齢」という一定のカテゴリ

ーによって介護受益予備群として、社会的役割の担い

手から排除される立場-と一気に転換されることでは

ないだろうか。しかし、社会に必要の無い人間とする

排除の論理では、個人の尊厳や人権の視点が含まれず、

互いに支えあう社会の意識全体が排除される。その際

の排除の基準は「～にとって有益かどうか」というこ

とである。例えば、消費の観点からいえばグローバル

化によって低価格なモノやサービスが提供されること

は消費者にとっては悪いことではないが、他方でグロ



-バリズムによる低賃金労働者の搾取が問題視される

ということと相似的な現象である。

2.社会保障とソーシャル・インクルージョン

社会保険の給付引き締めをはじめとした医療・社会

保障改革においては、保健や看護、介護や福祉といっ

た対人援助分野でも「効率性」や「妥当性」が基準と

されたことで、目に見ることができない人との繋がり

やケアの本質といった、一見非効率にみえるヒューマ

ン・サービスが同時に失われつつあるのではないかと

危機感が抱かれる。一例として社会保険方式が適応さ

れる介護保険での算定基準は「介護の手間」であり、

それを賃金-と還元することである。しかし、 「愛」や

「思いやり」というような可視化されない「心情」を

お金に変換することは難しい。企業の宣伝ではないが

「スマイル0円」なのである。介護などの事業所の場

合は、かろうじて可視化可能な手段として「言葉遣い」

や服装といった個人の「振る舞い」や「態度」から、

利用率や利用者からのクレイム(claim: [当然の権利

としての]要求)申し立てなどによる総合自煽平価は可

能になるだろう。とはいえ、個人が尊厳を持って生き

るためには予防や早期介入・保護のシステムも必要で

あるが、他方で、地域で家族を支えるソーシャル・イ

ンクルージョンの理念に基づく仕組みが求められる32)。

3.地域支援とソーシャル・インクルージョンの理念

日本ではバブル経済崩壊後の「失われた10年」で、

地域による医療・福祉格差の問題を引き起こした。更

に社会保険庁は所謂「宙に浮いた年金記録」問題を抱

え、高齢者の生活を脅かした。またサブプライム問題

やリーマンショックなど、グローバリズムから到来し

た世界同時経済不況の状態から煽りを受けたことによ

り、更なる介護や年金などの医療・社会保障政策がゆ

らぎ33)、現在は福祉・社会保障機の時代ともいわれ

る。高齢者は日々の暮らしに不安を抱き、 「病」や「老

い」に対する不安を抱えながら暮らし、若者は雇用不

安など未来に希望を抱けなくなっている。このような

時代は人々の社会生活において、 「経済」が価値基準に

偏り過ぎたことも一端にあるだろう。 EUなどにおける

ソーシャル・インクルージョンの政策は、第一義的に

は受動的なネ融雌合付ではなく就労による自立の支援で

ある。日本の高齢者の場合、介護保険制度による要介

護状態になる前のいきがいや健康づくり対策、生活支

援対策などの予防政策がそれにあたるだろう。

とりわけ、対人援助サービスを提供する保健・医療

と福祉の専門家は、高齢者自身が生きがいを感じ、尊

厳を維持できるような自立支援のためのサービス提供

をしなければならない34)。それはまさにソーシャル・

インクルージョンの理念を持ったケア・マネジメント

の提供であり、地域を基盤としたコミュニティづくり
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-の支援である。地域包括支援センターは、保健・医

療・福祉の専門家による支援の提供だけではなく、ケ

ア・マネジメントによる地域づくりの基盤を提供する

ことがその役割となるだろう。

Ⅳまとめ

高齢者に関する保健・医療と地域福祉における社会化

の進展は、地域包括支援センターの役割と共に、閉じら

れた世界が日本の地域社会-と開かれ始めたように見

える。高齢者をめぐるこのような意識の社会変革は、狭

義の意味での主体者の「選択性-当事者による選択」と

いう意味のみならず、 「介護」や「高齢者」を、暗く、

ネガティヴな、援助を受けるだけであった対象としての

イメージから脱却させることに成功しつつあることで

ある。高齢者が予防を通じて自立を支援される存在とな

り(empowerment) 35> 36>、地域社会から受け入れられる

土壌作りになったことに意義がある。それは、かつての

救貧的福祉とは一線を画すような意味合いにおいても

重要であった。高齢社会に直面する世界の福祉国家が抱

える課題の解決には、インフォーマルなケアと介護の社

会化の担い手に関する旧来の福祉的価値観の変容と高

齢者自身の意識の変容が必要である。

Ⅴ今後の展望

本稿では、地域生活をおくる高齢者を中心に地域包括

支援センターの役割を論じたものである。しかし、当然

のことながら、地域生活は高齢者だけが行っているわけ

ではない。地域生活は、新生児から児童、成人から高齢

者まで、様々な発達過程にある人たちとその家族が生活

を営んでいる。つまり、地味包括支援センターの役割の

前提は、誰もが保健・医療・福祉サービスの利用可能性

を持つ当たり前の存在だということを指している。

渋谷らは、 21世紀の福祉国家の役割は、地域社会や個

人の自立と自律を基盤とした仕組みとセイフティネッ

トが必要であるとし、高齢者対策から子育て支援策-と

シフトさせるための人間的な構造の再編が必要と指摘

している37)。地域におけるこれからの保健・医療・福祉

の役割は、個人と家族を取り巻く地域を基盤としたソー

シャル・インクルージョンの理念が重要な鍵を握ること

になるだろう。
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